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平成22年度 第３回 大阪府河川整備委員会　議事概要
日　時：平成２２年７月10日（土）18:00～21:30

場　所：大阪府知事公館　

出　席：山下委員長、石田委員、多々納委員、中川委員、中嶋委員、久委員、堀野委員、増田委員、宮本委員、井上都市整備部長他
概　要：　以下、○：委員　●：事務局
Ｂ：想定される被害を解消したことによる「効果」

Ｃ：被害を解消するために必要な治水施設の概算整備「費用」
槇尾川における治水目標と治水手法
【事業効率評価指標】

· 事業効率評価指標は、当面の治水目標を選択するためのもの。事業着手時点で評価する事業評価のBと事業効率評価指標のBは算出方法も評価時点も異なることから、今回のような事業途中の評価ではB-C＜０もあり得る。事業は全体をみて判断すべきであり、効果が小さくなる時点で評価し、それ以降をストップするという判断はすべきでない。
· 事業効率評価指標は相対化を目的とするものであっても、B-C＜０となれば実施すべきでない。槇尾川の場合は8ケースすべての治水手法案でB-C＜０なので50ﾐﾘ対策で終わると判断すべき。その上で発生する危険度Ⅱをなくす局所的な対策を議論するのが新しい治水の考え方。
· 昨年の事業評価ではB/C=1.27。今回はあえて治水経済調査マニュアルではなく、１洪水によるB-Cを相対化指標としたもの。マニュアルどおりにBを算出して示せばよい。
· 今回のB-Cだけでの評価は疑問。環境に対するダムの影響、保全対策の必要性など住民のデメリットとして環境コストを入れるべき。

· 維持管理費を含めて総合的に評価すべき。その場合は時間軸が大切である。

· ケース５や８は「今後の治水対策の進め方」報告書では65ﾐﾘ対策という範囲を逸脱していると考えるが、対象とするのであれば、対象範囲も議論すべき。
【治水手法】
○治水手法にHWLより上の堤防補強案を入れて議論すべき。

●堤防補強案は現在国の有識者会議においても技術的知見が確立されていないため、防災対策のメニューとしては考えられるが、河川計画として位置づけるべきではないと考えている。
○堤防補強案およびケース5の局所改修案が河川計画に位置づけられない理由を示すべき。
○B-Cの算定に環境コストを考慮すべき。雨量パターンの違いによるＢの算定結果の幅を示すべき。
○国の有識者会議でも示されているとおり、あきらかに不適当な案は予め除く必要がある。土地利用や
移転補償にはかなり時間を要する。次回審議では治水手法をケース１,５,９に絞ったらどうか。
○この場でケースを絞るかを決めず、その意見を各委員から提出することにしたい。
委員会の運営
○今後、河川整備委員会で河川事業およびダム事業の再評価、事後評価を実施することで了承。
結論
次回審議では、以下の点で議論し、委員で共有することとなった。

①治水目標を設定する相対化指標と事業評価の方法は考え方が違うことは理解するが、必ずしも事業評価の方法でなくてもよいが、BがCより大きいことを確認する。

②仮にBよりCが大きくなったからといって不採用とはしないが、採用する場合は府民へのより重い責務を背負うので議論する。

③土地利用や移転補償、環境コストなど従来扱っていない項目について、委員会としてどのように審議して取り扱うかを議論する。

④治水目標に対する治水手法のメニューの対象範囲を議論する。

⑤局所改修案や堤防天端までの堤防補強案が評価できないとするのであれば、その根拠を大阪府は説明する。
⑥治水手法のメニューをいくつかに絞ることについて、各委員から事前に意見を出すこととする。






